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＜エグゼクティブサマリー＞

＜金融情勢の変化＞ ＜東京の強み＞

 膨大な国内資金需要や資金供給力、企業や事業の
集積を背景とした「実経済バック型」を志向

アジア、欧州
の情勢変動

グリーンファイ
ナンスへの注目

デジタライゼー
ションの進展

新型コロナ
ウイルスの蔓延

個人金融資産
約1,900兆円

GDP世界３位
多様な投資先

世界屈指の
東京証券取引所

都市総合力
世界３位

「国際金融都市・東京」構想改訂（案）

フィンテックの活用等による

金融のデジタライゼーション
資産運用業者をはじめとする多様な

金融関連プレーヤーの集積2 3

（１）フィンテック企業の誘致・創業・成長支援

・東京進出にかかる初期費用等を支援

・国内企業との交流促進によるビジネス機会創出

（２）資金の繋ぎ手のデジタル化促進

・デジタルで完結する事業環境の整備

・都出資ファンドを通じた新たなサービス創出の促進

（３）キャッシュレス化の推進

・都内のキャッシュレス比率向上に向けた施策展開

・ブロックチェーン等新たな技術の活用に向けた検討

（１）グリーンファイナンス市場の発展

・企業のＥＳＧの取組に関する情報ﾌ゚ﾗｯﾄﾌｫー ﾑ整備

・発行体に対する外部評価の取得費用支援

（２）ｸ゙ﾘー ﾝﾌｧｲﾅﾝｽにおける参加ﾌ゚ﾚー ﾔｰの裾野拡大

・中小企業向けグリーンローンの活性化

・つみたてＮＩＳＡ等を通じた個人投資家の取り込み

（３）環境施策・環境技術の情報発信とESG人材の育成

・脱炭素化に向けたプロジェクトの海外への発信

・サステナブルファイナンスを担う高度人材の誘致・育成

（１）資産運用業者等の誘致推進

・税制や規制の見直し等による、

魅力的なビジネス環境、生活環境整備

（２）資産運用業者の創業・成長支援

・新興資産運用業者育成プログラム（EMP）

の推進

（３）金融系人材の育成・金融リテラシーの向上

・大学と連携した高度人材育成プログラムの推進

・セミナー等を通じた都民の金融リテラシーの向上

Green Digital Player

国やFinCity.Tokyo(FCT)など関係者との連携により、各施策を強力に推進

Promotion

社会課題の解決に貢献する分厚い
金融市場の構築
TokyoGreenFinance Initiative (TGFI) の推進
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１．「国際金融都市・東京」構想改訂（案）エグゼクティブサマリー



２．資産運用業者の創業・成長支援

【出典】
（日本）金融庁公表の投資運用業の数値（年度末）（適格投資家向け投資運用業を含む）

（香港）SFC 公表のFund Management Activities  Survey内のType 9（年末）

（シンガポール）MAS公表（年末）

＜アジア３都市の投資運用会社数の推移＞

国内資本市場の概況（資産運用業者数・個人金融資産構成比）
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＜個人金融資産の構成比＞

【出典】
（日本）「2021年第１四半期の資金循環(速報)」（日本銀行調査統計局・2021年６月25日）

（米、ユーロエリア）
「資金循環の日米欧比較（2020年３月末数値）」（日本銀行調査統計局・2020年８月21日）
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 新興資産運用会社等が運用業務に経営資源を集中できるように ミドル・
バックオフィス業務の外部委託費用等の半額を補助

（上限700万円又は300万円）令和３年度

ミドル・バックオフィス業務の外部委託費用等に係る補助金

３．資産運用業者の創業・成長支援

認定新興資産運用業者等
（認定EM等）

信託銀行（BPO）・システム会社等
（認定受託者等）

投資家

運用委託

東京都

③ ミドル・バックオフィス
業務の外部委託 又は
システムのライセンス契約

④ 費用支払

① 募集・認定

② 募集・認定

ミドル・バックオフィス業務の
外部委託費用の２分の１を補助

上限７百万円（☆）

⑤ 補助金支給

☆システムのライセンス契約の場合は上限３百万円

https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&ved=0ahUKEwinyOKEkuHXAhXGabwKHf12Ce8QjRwIBw&url=https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E9%83%BD%E3%82%B7%E3%83%B3%E3%83%9C%E3%83%AB%E3%83%9E%E3%83%BC%E3%82%AF&psig=AOvVaw0aS7H6z-kGIEKZuWvE3HdS&ust=1511954086879896


①独立開業道場 東京で資産運用業を創業しようとするかた向けに、創業に関する知見の提供を行い、業登録を後押しする。

②ＥＭＰ懇談会
ＥＭＰを導入する上での課題、ＥＭＰの普及・促進に向けた今後の取組についての意見交換及び当事者からのヒアリングを行い、将

来の東京版ＥＭＰファンド創設につなげる。

③海外ＡＯとのマッチング 創業間もない資産運用会社と海外アセットオーナー（シードマネーの拠出者）とのマッチングイベント

④ＴＡＭＦの開催 ＥＭＰの認知度向上及び新興資産運用会社と国内機関投資家とのマッチングを目的とするセミナー

委
託
内
容

東京都
東京都

③ 海外ＡＯとのマッチング

1. 海外アセットオーナ選定
2. 新興資産運用会社の選定
3. マッチングイベント開催
4. 個別面談

② EMP懇談会

1. 国内機関投資家等で構成
2. ＥＭＰに関する調査分析
3. ＥＭへの資金供給の検討

提
言

東京市場参加者
（機関投資家、資産運用会社等）

情
報
提
供

ヒ
ア
リ
ン
グ

④ ＴＡＭＦ

1. ＥＭＰ、公的施策紹介
2. 基調講演
3. ラウンドテーブル
4. 新興資産運用会社紹介
5. 海外資産運用会社紹介

業務運営

情
報
提
供

４．資産運用業者の創業・成長支援

ＥＭＰの普及促進に関する事業 （令和３年度）

①独立開業道場（３年度より）

1. 業登録に関する講演
2. サポート事業者の助言
3. 創業経験者の講演
4. 個別相談会の開催（無料）

事
業
概
要
図


